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 地方自治の精神は、地域のことを市民自らが考え、決定し、実行することにある。

日本国憲法は、地方自治について定め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下



「法」という。）は、地方公共団体の権限と役割をあきらかにしている。 

 議会は、市の最高意思決定機関であり、二元代表制のもと、市長その他の執行機関

との緊張関係を保ちながら、市の事務事業執行の監視機能及び立法機能を発揮すると

ともに、積極的に政策立案や提言を行うことが求められている。 

 そのような中、鳥取市議会は、地方自治の本旨に基づき、多様な民意を的確に反映

させ、市民福祉の増進と市政の発展に寄与し、議会の公正性と透明性を確保するとと

もに、市民に分かりやすい開かれた議会運営に努めなければならない。 

 今後さらに地方分権が進展するにともない、地方議会が果たすべき役割と責任が増

すことから、鳥取市議会は、今日まで取り組んできた議会改革を基礎とした、議会及

び議員に関する基本的事項を定める議会基本条例を制定すべきとの合意に至った。 

 よって、鳥取市議会は、恵まれた豊かな自然環境と先人が作り上げてきた歴史・伝

統・文化を次世代に引き継ぎ、未来につながるまちづくりのため、市民の負託に全力

で応えていくことを決意し、議会及び議員活動の最高規範としてこの条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、鳥取市議会（以下「議会」という。）の役割を明らかにするとと

もに、議会及び議員に関する基本的事項を定め、議会活動の活性化と市民に開かれ

た議会の実現を図ることにより、市民福祉の増進と市政の発展に寄与することを目

的とする。 

第２章 議会及び議員の活動原則 

（議会の活動原則） 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき運営されなければならない。 

⑴ 市民に開かれた議会とするため、情報公開及び市民参加を促進すること。 

⑵ 市民に信頼される議会とするため、公平性及び公正性を確保すること。 

⑶ 市民に親しまれる議会とするため、わかりやすい言葉、方法で説明責任を果た



すこと。 

⑷ 責務を果たす議会とするため、市政の監視及び評価並びに政策の立案及び提言

を行う機能の強化に努めること。 

（議員の活動原則） 

第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

⑴ 議会が言論の場であること及び合議制の機関であることを認識し、議員間の自

由な議論を尊重すること。 

⑵ 多様な市民の意見及び市の実態の的確な把握に努めるとともに、市民全体の福

祉の増進を図ること。 

⑶ 市民の代表として誠実かつ公正に職務を執行するとともに、自己の能力を高め

る不断の研さんと調査研究に努めること。 

（危機管理） 

第４条 議会は、災害等緊急事態から市民の生命、身体及び財産の安全を確保するた

め、市長その他の執行機関（以下「市長等」という。）とともに、危機管理体制の整

備に努めるものとする。 

第３章 市民と議会の関係 

（市民参加の促進） 

第５条 議会は、市政及び議会活動に市民が参加できる機会の充実を図るものとする。 

２ 議会は、積極的に情報を発信し、より多くの市民との情報の共有に努めるものと

する。 

３ 議会は、市民の見識等を議会審査の参考とするため、必要に応じて法第１００条

の２の規定による学識経験者等の専門的知見の活用並びに法第１１５条の２（法第

１０９条第５項において準用する場合を含む。）の規定による公聴会制度及び参考人

制度を活用するよう努めるものとする。 

（会議の公開） 

第６条 議会は、開かれた議会運営に資するため、本会議、委員会及び法第１００条



第１２項に規定する協議又は調整を行う場（以下「協議の場」という。）の会議を原

則として公開する。 

（市民との意見交換等） 

第７条 議会は、市民との意見交換及び議会審議等の報告を行うための場を設けるも

のとする。 

（説明責任） 

第８条 議会は、議会運営、審議内容及び議決結果について、市民に対して説明する

責任を有する。 

（議会広報） 

第９条 議会は、議会活動を市民に周知するため、多様な手段を活用し、積極的な広

報に努めるものとする。 

第４章 議会と行政の関係 

（緊張関係の保持） 

第１０条 議会及び議員と市長等との関係は、その立場及び権能の違いを踏まえ、緊

張ある関係の保持に努めるものとする。 

（論点の明確化） 

第１１条 議員は、本会議における質疑及び質問を、一問一答方式等により、論点及

び争点を明確にして行うものとする。 

２ 市長等は、本会議、委員会及び協議の場において、議長又は委員長の許可を得て、

議員の質疑又は質問に対し、反問することができる。 

（政策等の説明及び審議） 

第１２条 議会は、市長等が提案する政策、計画、施策、事業等（以下「政策等」と

いう。）について、審議における論点及び争点を明らかにし、政策等の水準を高める

ため、市長等に対し、次に掲げる事項の説明及び資料の提出を求めることができる。 

⑴ 政策等の背景、経過、目的及び効果 

⑵ 他の地方公共団体の類似する政策等との比較検討 



⑶ 政策等の形成過程での市民参加の有無及びその内容 

⑷ 総合計画又はその他の計画との整合性 

⑸ 関係法令及び条例等 

⑹ 財源措置及び将来にわたるコスト計算 

２ 議会は、予算及び決算の審議に当たっては、市長等に対し、前項の規定に準じた

施策別又は事業別の説明資料の提出を求めるものとする。 

第５章 議会の組織 

（議員定数） 

第１３条 議員定数は、議会機能の確保の観点に立ち、市政の状況、将来の見通し、

市民の意見等を総合的に判断し、決定するものとする。 

２ 議員の定数は、鳥取市議会の議員の定数を定める条例（平成１４年鳥取市条例第

２０号）に定めるところによる。 

（会派） 

第１４条 議員は、政策を中心とした同一の理念を共有する議員で構成する会派（以

下「会派」という。）を結成することができる。 

２ 会派は、議会運営、政策決定及び政策提言に関し、必要に応じて会派間の協議を

行い、合意形成に努めるものとする。 

３ 議長は、必要があると認めるときは、会派の代表者の会議を開催する。 

（議長） 

第１５条 議長は、議会を代表して中立公正な職務遂行に努めるとともに、民主的か

つ効率的な議会運営を行わなければならない。 

（委員会） 

第１６条 常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会は、その有する専門性の見地

から調査及び審査を行うとともに、積極的に政策立案及び政策提言を行うものとす

る。 

（議会事務局） 



第１７条 議会は、議会の政策立案能力の向上及び議会の円滑かつ効率的な運営のた

め、議会事務局の調査機能及び法務機能の充実並びに組織体制の充実に努めるもの

とする。 

第６章 議会の運営 

（議会の合意形成） 

第１８条 議会は、言論の場であることを踏まえ、議員間の自由討議を尽くして、合

意形成に努めるものとする。 

（議決事件） 

第１９条 議会は、法第９６条第２項の規定に基づき、議事機関としての機能強化の

ため、必要な事項を議決事件として定めるものとする。 

２ 法第９６条第２項の規定により定める議決事件は、議会の議決すべき事件に関す

る条例（平成２１年鳥取市条例第２９号）に定めるところによる。 

（議員研修） 

第２０条 議会は、議員の政策の立案能力等の向上を図るため、議員研修を実施する

ものとする。 

（議会図書室） 

第２１条 議会は、議員の調査研究に資するため、議会図書室の充実に努めるものと

する。 

２ 議会図書室については、鳥取市議会図書室条例（昭和４９年鳥取市条例第１９号）

に定めるところによる。 

（予算の確保） 

第２２条 議会は、議事機関としての機能を確保するとともに、円滑な議会運営、議

会活動及び議員活動の充実を図るため、必要な予算の確保に努めるものとする。 

（法定外の審議会等委員の就任） 

第２３条 議員は、二元代表制及び住民自治の観点から、法定外の執行機関の諮問機

関及び審議会等の委員に就任しない。ただし、政策的に議会が参画する必要がある



と判断するものについては、この限りではない。 

（議会改革の推進） 

第２４条 議会は、市民に信頼され開かれた議会を目指し、更なる議会改革を推進す

るものとする。 

第７章 議員の政治倫理及び待遇 

（議員の政治倫理） 

第２５条 議員は、市民の代表者としてふさわしい品位と見識を養うとともに、自ら

の責務を正しく認識し、誠実かつ公正に職務を遂行するものとする。 

（政務活動費） 

第２６条 会派及び議員は、政務活動費を有効に活用し、市政に関する調査研究その

他の活動を積極的に行うものとする。 

２ 会派及び議員は、政務活動費を適正に執行するとともに、説明責任を果たすもの

とする。 

３ 政務活動費の交付については、鳥取市議会政務活動費の交付に関する条例（平成

１３年鳥取市条例第１８号）に定めるところによる。 

第８章 最高規範性と見直し 

（最高規範性） 

第２７条 この条例は、議会における最高規範であり、議会は、議会に関する条例及

び規則等の制定又は改廃に当たっては、この条例との整合を図るものとする。 

２ 議会は、議員がこの条例を遵守して議員活動が行えるよう、この条例について研

修を行わなければならない。 

（条例の見直し） 

第２８条 議会は、一般選挙を経た議員の任期開始後２年を目途に、この条例の目的

が達成されているかどうかを検証し、その結果に基づき、必要に応じてこの条例の

改正を含む適切な措置を講ずるものとする。 

２ 議会は、前項により行った検証の結果及び講じた措置について、市民に公表する



ものとする。 

３ 議会は、第１項の規定にかかわらず、必要と認めるときには、この条例の見直し

を行うものとする。 

第９章 補則 

（その他） 

第２９条 この条例の施行に関し、必要な事項は、議会が別に定めるものとする。 

附 則 

 この条例は、平成２９年７月１日から施行する。 

 

 


